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令和４年１２月 

公益財団法人日本容器包装リサイクル協会 

 

令和５年度「再商品化実施委託単価」・令和４年度「拠出委託単価」

並びに適格請求書発行事業者登録番号等について 

 
 

１．令和５年度「再商品化実施委託単価」 
 

各素材別に令和５年度にお支払いいただく際の令和５年度再商品化実施委託単価（税抜）は、  

以下の通りです。 

 

 

令和５年度再商品化 

実施委託単価（税抜） 

令和４年度再商品化 

実施委託単価（税抜） 

（単位：円／㌧） （単位：円／kg） （単位：円／㌧） （単位：円／kg） 

ガラスびん 

無色 6,000 6.0 5,100 5.1 

茶色 8,200 8.2 7,200 7.2 

その他の色 16,100 16.1 23,600 23.6 

ＰＥＴボトル 14,000 14.0 5,000 5.0 

紙製容器包装 23,000 23.0 14,000 14.0 

プラスチック製容器包装 58,000 58.0 53,000 53.0 

※算出根拠は「重要資料集」２ページをご参照ください。 

 

 

２．令和４年度「拠出委託単価」 
 
各素材別に令和５年７月にお支払いいただく際の令和４年度拠出委託単価（税抜）は、以下の通

りです。個々の特定事業者の令和４年度拠出委託料金は、素材ごとに、令和４年度の「再商品化委
託申込量」に、下記の「拠出委託単価」を乗じることで算出されます。 
令和４年度分の拠出委託料は、令和５年６月末に送付する「再商品化予定委託料金請求書」（以

下、「請求書」という。）にて、令和４年度の再商品化申込をいただいている全ての特定事業者に対
して請求させていただき、令和５年９月末までに市町村へ拠出されます。新たな申込手続きをして
いただく必要はございません。 
 

 
令和４年度拠出委託単価（税抜） 令和３年度拠出委託単価（税抜） 

（単位：円／㌧） （単位：円／kg） （単位：円／㌧） （単位：円／kg） 

ガラスびん 

無色 0 0 0 0 

茶色 0 0 0 0 

その他の色 0 0 0 0 

ＰＥＴボトル 400 0.4 0 0 

紙製容器包装 0 0 0 0 

プラスチック製容器包装 0 0 0 0 

※算出根拠は「重要資料集」３ページをご参照ください。 
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注意事項 

その① 

３．「適格請求書等保存方式」（インボイス制度）における当協会登録番号 
 

令和５年１０月１日より、消費税の仕入控除税額の方式として、適格請求書等保存方式（インボ

イス制度）が導入されます。当協会の適格請求書発行事業者登録番号は以下のとおりです。 

 

● 当協会登録番号      Ｔ３０１０４０５００８７４１ 

 
４．令和５年６月下旬に送付する請求書の内容について 

 
令和５年６月に請求する金額は、下表に記載した項目の合算金額（消費税等込み）となります。

請求書においては、各項目に係る内訳の明細書を添付させていただく予定です。 

 

＜表 令和５年６月下旬に送付する「請求書」の内訳明細項目＞ 

請求書の内訳明細項目 

令和５年度再商品化委託申込関連 １）令和５年度実施委託料金 

令和４年度再商品化委託申込関連 
２）令和４年度拠出委託料金 

３）令和４年度実施委託料精算金 

令和３年度再商品化委託申込関連 ４）令和３年度拠出委託料精算金（発生しない見込み） 

特定事業者への請求金額＝ １） ＋ ２） － ３） － ４） 

 

５．「市町村への資金拠出制度」のしくみ 
 
「市町村への資金拠出制度」のしくみについては、当協会のホームページをご確認ください。 

当協会ＨＯＭＥ → 市町村の皆様へ → 市町村への合理化拠出金制度 

（ＵＲＬ：https://www.jcpra.or.jp/municipality/contribution/tabid/384/） 

 

６．有料プラスチック製レジ袋に関する注意事項 
  
令和２年７月１日よりプラスチック製レジ袋の有料化がスタートしておりますが、それに伴う容器

包装リサイクル法上の再商品化義務については、以下の点にご注意ください。 

プラスチック製レジ袋が有料化になっても、容器包装リサイクル法上の「容器包

装」に変わりはなく、再商品化の義務の対象となります。（容器包装リサイクル

法第二条第一項参照） 

石油由来かバイオマス由来かに関係なく、プラスチックの定義（高分子を必須成

分として含み、加工時に流動性を利用して賦形、製品化する材料）に当てはまる

ものは「プラスチック製容器包装」となり、再商品化の義務の対象となります。 

上記②のプラスチック製容器包装に生分解性があったとしても、プラスチック製

容器包装なので、再商品化の義務の対象となります。 

レジ袋が複合素材であって、その重量割合の最大の素材がプラスチック製にも紙

製にも該当しない場合は、再商品化の義務の対象外となります。また、プラスチ

ック製ではないのでレジ袋有料化の対象外になります。 

注意事項 

その② 

注意事項 

その③ 

注意事項 

その④ 

http://www.jcpra.or.jp/municipality/contribution/tabid/384/

